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事業の目的と概要

Ⅰ　成果指標（活動指標）

Ⅱ　活動実績・成果

　 　

Ⅲ　課題と今後の取組

大綱 子育て・学び

政策 学校教育の充実したまちづくり

施策 学校教育の充実

（款） 10 教育費 （項）

管理事業名 学校教育支援事業
総合計画
の体系

1 教育総務費 （目） 3 教育指導費

部局名 学校教育部
予算執行

所属
学校教育室・教育センター・学務課

主な歳出
予算科目

一般会計

【目的】小・中学校における教育活動や学校行事の実施を支援し、様々な面で学校教育活動の充実を図ります。
【概要】・子どもサポート事業(スクールソーシャルワーカー(SSW)を中学校ブロック単位で配置及びスクールロイヤーの活用)・読
書活動支援者配置事業(小・中学校に配置)・小学校スタートアップ事業(小学校低学年の学校生活を支援するサポーターを小学校に
配置)・教育相談事業(満3歳から18歳(高等学校年齢)までの本人及び保護者を対象にした来所・電話による教育相談、小学校への教
育相談員派遣、不登校児童・生徒に対する家庭訪問活動及び教育支援教室(光の森・学びの森)を通じての学校復帰支援)・教職員研
修事業・就学援助事業(経済的理由により就学が困難と認められる市立小・中学校に就学する児童・生徒の保護者に就学援助費を支
給)・高等学校等学習支援金支給事業(高等学校等に就学する生徒等に学習支援金を支給)　ほか

指  標  名 単位 令和2年度 令和3年度 令和4年度 指　標　の　定　義

スクールソーシャルワー
カー（SSW）活用

時間 15,488 15,355 15,219 スクールソーシャルワーカー（SSW）の配置時間数

学校図書館の活用 冊 36.2 30.5 31.5
学校図書館における児童・生徒1人あたりの年間平均貸出冊
数

教育相談員の活用 件 2,625 2,564 3,311 いじめや不登校を主訴とする教育相談数

就学援助費支給者数 人 4,517 4,272 3,949 就学援助費を支給した児童・生徒数

※令和5年度行政評価から指標「学校復帰率（再登校率）」を
削除

【成果指標１】不登校問題の課題解決についての評価
・不登校問題の課題解決に向けて、学校間や家庭・地域との連
　携による取組の推進
・児童・生徒、保護者、教職員に対する助言、校内会議への参
　加等を行うスクールソーシャルワーカー（SSW）の配置
　11名（前年比：2名の減）
【成果指標２】教育活動の支援についての評価
・学校図書館での読書活動を支援する読書活動支援者の配置
　45名（前年比：増減なし）
・小学校1・2年生の学習と学校生活を支援する小学校スター
　トアップ支援者の配置　61名（前年比：1人の増）
・小規模校（12学級以下の小学校）への教員（会計年度任用
　職員）の配置　4名（前年比：増減なし）
・中学校非常勤講師（会計年度任用職員）の配置
　0名（前年比：増減なし）
・中学校の部活動指導員（会計年度任用職員）及び外部指導者
　の配置
　部活動指導員の配置　5名（前年比：1人の減）
　外部指導者の配置　1,473回（前年比：331回の増）
【成果指標３】教育相談事業についての評価
・いじめ・不登校について、児童・生徒及び保護者へのカウン
  セリング・心理療法等の出張教育相談、来所相談、電話相談
　及び多様で複雑化した課題解決等の取組
・出張教育相談3,642件・来所相談4,534件・電話相談　219件
【成果指標４】就学援助事業についての評価
・経済的理由により就学が困難と認められる市立小・中学校の
　児童・生徒の保護者に学用品等の必要な費用の援助
・就学援助費認定人数　3,949人（前年比：323人の減）

学校問題解決についての評価
・学校・家庭間で生じた困難な問題の解決の支援に当たる学校
　問題解決支援員の配置
・学校問題解決支援員　7人（前年比：増減なし）
・いじめ認知件数
　小学校1,475件（前年比：613ポイントの増）
　中学校  374件（前年比：139ポイントの増）

学校案内及び生徒手帳の配付についての評価
・各小・中学校のハンドブックを作成し1年生に配布及び中学校
　に生徒手帳を作成し配布
　　学校ハンドブックの配布　小学校6,164冊・中学校4,218冊
　　生徒手帳の配布　9,676冊

新型コロナウィルス感染症の感染防止策についての評価
・修学旅行等（修学旅行、遠足、体験活動などの校外で行う活
　動）における新型コロナウィルス感染症の感染防止対策として
　実施するバスの増便や宿泊部屋の増室などに伴い発生する費用
　及び新型コロナウィルス感染症の影響により宿泊行事を中止又
　は延期したことに伴い発生する費用の補助　292件（前年比：
　135件の増）

【財務情報に基づいた評価】
・修学旅行等に関し新型コロナウイルス感染症に起因する追加的
　費用又はキャンセル料を負担した市立小・中学校の児童・生徒
　の保護者に対し、小中学校修学旅行等における感染症防止策等
　の補助金の交付は前年比で増加しているが、小学校給食無償化
　が通年実施されたことによる社会保障扶助費の減収により児童
　・生徒１人あたり及び小・中学校１校あたりのコストが減少。

・いじめ認知件数の学校間格差、学校問題解決支援員の資質能
　力の向上、同僚性の形成、SSWやSC等の専門家との連携につ
　いてが現在の配置状況ではタイムリーに行うことが困難など
　の課題がある。いじめの積極的認知について、研修等におい
　て粘り強く周知徹底し、適切な対応につなげていく。
・不登校となっている児童・生徒については、専門家との連携
　強化及び適切かつ迅速に対応し、不登校問題に関する予防、
　早期発見及び早期対応につながるようスターターや各専門家
　との協働等に取り組んでいく。

・就学援助費については、年々、支給者数・金額が減少傾向にあ
　るが、これらの制度を利用することで学校で必要な費用の保護
　者負担の軽減が図られている。今後、より義務教育の就学機会
　均等を適正に保障していくため事業内容を精査していく必要が
　ある。
・高等学校等学習支援金支給事業については、高校生等の学校教
　育活動に係る経済的負担の軽減が図られるが、社会情勢などを
　勘案し、制度のあり方を検討する必要がある。他市状況や社会
　保障等の制度の動向を注視し、適切な支援方策を検討する。
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　との協働等に取り組んでいく。
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　るが、これらの制度を利用することで学校で必要な費用の保護
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　均等を適正に保障していくため事業内容を精査していく必要が
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Ⅳ　財務情報
◆貸借対照表【ＢＳ】 （単位：千円）

現金預金 流動負債
未収金 地方債
財政調整基金 短期借入金
短期貸付金 賞与引当金
徴収不能引当金 未払金
その他流動資産 リース債務

有形固定資産 その他流動負債
土地 固定負債
建物・工作物 地方債
リース資産 長期借入金
建設仮勘定 退職手当引当金

無形固定資産 リース債務
有形固定資産 その他固定負債

土地 負債の部合計
建物・工作物
建設仮勘定 純資産

重要物品
図書館資料
投資その他の資産

出資金
長期貸付金
基金
徴収不能引当金 純資産の部合計
その他債権

資産の部合計

◆行政コスト計算書【ＰＬ】 （単位：千円） 財務諸表の特徴的な事項

地方税
分担金及び負担金
使用料及び手数料

府支出金（経常費用充当）
財産収入
寄附金
他会計からの繰入金
受取利息及び配当金
その他
経常収入　小計 (a)
給与関係費
物件費
維持補修費
社会保障扶助費

特別会計への繰出金
減価償却費
徴収不能引当金繰入額
賞与引当金繰入額
退職手当引当金繰入額
支払利息
その他
経常費用　小計 (b)

経常収支差額 (a)-(b)=(c)
固定資産売却益 単位当たりのコスト分析(「経常費用 小計(b)」÷「実績」）
その他
特別収入　小計 (d) 円 円 円
固定資産除売却損 人 人 人
その他 円 円 円
特別費用　小計 (e) 校 校 校

特別収支差額 (d)-(e)=(f)
一般財源調整額 (g)
当期収支差額 (c)+(f)+(g)
一般財源充当額
一般会計からの繰入金
一般会計への繰出金
再計

人にかかるコストの内訳
◆キャッシュ・フロー収支差額集計表【ＣＦ】 （単位：千円）

行政サービス活動収入
行政サービス活動支出

投資活動収入
投資活動支出
投資活動収支差額 分析指標 (単位:％)
財務活動収入
財務活動支出
財務活動収支差額
収支差額　合計
一般財源充当額
一般会計からの繰入金
一般会計への繰出金
前年度からの繰越金

勘定科目
令和3年度末 令和4年度末 差額

勘定科目
令和3年度末 令和4年度末 差額

A B B-A A B B-A

流
動
資
産

- - - 14,323 11,970

- - - -

△2,353
- - - - - -

- -
- - - 10,605 11,970 1,365
- - - - - -
- - - 3,718 - △3,718

固
定
資
産

事
業
用
資
産

3,655 - △3,655 -

- - - -

- -
- - - 106,772 105,948 △824

- -
3,655 - △3,655 - - -

- - - 106,772 105,948 △824
- - - - - -

イ

ン

フ

ラ

資

産

- - - - -

- - -

-
- - - 121,095 117,918 △3,178

- - - △85,440 △85,918 △478
0 0 -
- - -

32,000 32,000 -
- - -
- - -

32,000 32,000 -
- - - △85,440 △85,918 △478

負債及び純資産の部
合計

35,655 32,000
- - -

△3,65535,655 32,000 △3,655

勘定科目 令和2年度
令和3年度 令和4年度 差額 勘定科目等 特徴的な事項

A B B-A

【BS】
リース資産

減価償却額増による減
- - -

経
常
収
入

- - - -
- - - -
-

国庫支出金（経常費用充当） 22,581 36,723 27,959 △8,764
32,004 5,002 2,418 △2,584

【BS】
リース債務

リース債務に係る債務返済による減
- - - -
- - - -
- - - -

32 16 - △16
472 527 588 61

【PL】
給与関係費

第三者調査委員会の委員報酬による減
△4,191千円

55,089 42,268 30,965 △11,303

経
常
費
用

358,420 379,108 371,578 △7,530
28,625 17,956 20,229 2,273

64 - 79 79
155,293 205,807 152,924 △52,883

【PL】
社会保障扶
助費

小学校給食通年無償化による減　△47,061千円
負担金・補助金・交付金等 103,101 135,257 148,817 13,560

- - - -
4,874 4,874 3,655 △1,218

- - - -
11,035 10,605 11,970 1,365

【PL】
負担金・補
助金・交付
金等

小中学校修学旅行等における感染防止策等補助
金の申請の増加による増　12,479千円

△3,752 11,859 8,558 △3,301
91 51 12 △39
- - - -

657,752 765,518 717,823 △47,695
△602,663 △723,250 △686,858 36,392

特
別
収
入

- - - -
- - - - 単位 令和2年度 令和3年度 令和4年度
- - - - 児童・生徒1人

あたり
コスト 22,023 25,285 23,481

特
別
費
用

- - - - 実績 29,866 30,276 30,571
- - - - 小・中学校1校

あたり
コスト 12,180,590 14,176,259 13,293,019

- - - - 実績 54 54 54
- - - -

分
析
内
容

児童・生徒１人あたり及び小・中学校１校あたりのコス
トが共に減少している主な要因としては、小学校給食無
償化が通年実施されたことによる社会保障扶助費の減収
によるもの。

- - - -
△602,663 △723,250 △686,858 36,392
616,822 720,873 686,380 △34,493

- - - -
- - - -

14,159 △2,377 △478 1,899

給与関係費
等(千円)

月平均従事
人数(人)区分 令和2年度

令和3年度 令和4年度 差額 うち時間外手
当等(千円)A B B-A

55,089 42,268 30,965 △11,303 常勤・再任用 151,341 1,264 18.19
668,228 758,218 713,627 △44,591 会計年度任用等 240,765

-行政サービス活動収支差額 △613,139 △715,950 △682,662 33,288 特別職非常勤
1,200 - - - 合計 392,106

- - - -
1,200 - - -

- - - - 　　　　　　　年度
分析指標

令和2年度 令和3年度 令和4年度 差
4,883 4,923 3,718 △1,205 A B B-A

△4,883 △4,923 △3,718 1,205 施設老朽化比率 - - - -
△616,822 △720,873 △686,380 34,493 施設維持補修費比率 - - - -
616,822 720,873 686,380 △34,493 経常費用対公共資産比率 - - - -

- - - - 徴収不能引当率 - - - -
- - - - 受益者負担比率 - - - -

94.5 95.7 1.2- - - - 一般財源充当比率 91.6

123(一般会計・学校教育支援事業)
－ 407 －


